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土地区画整理事業の概要 

１ 土地区画整理事業のしくみ

土地区画整理事業は、道路、公園、河川等の公共施設を整備・改善し、土地の区画を整え宅地

の利用の増進を図る事業。

公共施設が不十分な区域では、地権者からその権利に応じて少しずつ土地を提供してもらい（公

共減歩）、この土地を道路・公園などの公共用地が増える分に充てる事業制度。

事業資金は、市費の他に国からの補助金として都市計画道路や公共施設等の整備費（用地費分

を含む）に相当する資金から構成される。

これらの資金を財源に、公共施設の工事、宅地の整地、家屋の移転補償等が行われる。

地権者においては、土地区画整理事業後の宅地の面積は従前に比べ小さくなるものの、都市計

画道路や公園等の公共施設が整備され、土地の区画が整うことにより、利用価値の高い宅地が得

られる。

２ 土地区画整理事業の流れ

地元住民との

まちづくり案の検討

↓

都市計画決定 ・ 土地区画整理事業の施行区域を都市計画決定

↓

施行規程・事業計画の決定
・ 施行規程：施行者、権利者が準拠すべき規則

・ 事業計画：施行地区、設計の概要、事業施行期間、資金計画

↓

土地区画整理審議会の設置
・ 審議会：施行地区内の地権者の代表として選挙により委員選出。

換地計画、仮換地指定等について議決

↓

仮換地指定 ・ 将来換地とされる土地の位置、範囲を指定

↓

建物移転補償

工 事

・ 仮換地の指定を受け、建物移転を実施

・ 道路築造、公園整備、宅地整地等の工事を実施

↓

換地処分 ・ 従前の宅地上の権利が換地上に移行（この際、清算金も確定）

↓

土地・建物の登記 ・ 施行者が土地、建物の変更に伴う登記をまとめて実施

↓

清算金の徴収・交付 ・ 換地について各地権者間の不均衡是正のため、金銭により清算

↓

事業の完了

◎現在の状況
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再評価の考え方及び手法 

１ 再評価の事業単位の取り方

  事業採択を行う際の「箇所」を１つの事業単位とする。

 →向洋駅周辺青崎土地区画整理事業の施行地区

２ 再評価手法

  再評価を行う際の視点は以下のとおりとする。

 ① 事業を巡る社会経済情勢等の変化

 ② 事業の投資効果

 ③ 事業の進捗状況

 ④ 事業の進捗の見込み

 ⑤ コスト縮減や代替案立案等の可能性

３ 土地区画整理事業における費用便益分析の手法（費用便益比の算出フロー）

平成21年7月「土地区画整理事業における費用便益分析マニュアル(案)」を参照

費用の算出 

・事業費 

・維持管理費 

・用地費（公共用地の増加分） 

費用便益比の算定 

割引率を用いて現在価値に換算 

年次別の便益の算出 年次別の費用の算出

便益 費用 

便益の算出 

ブロックの設定 

各種費用の算出 

（1） 各ブロックのデータ項目 

（2） 事業地区内の地価の算定 

（3） 周辺地区の地価の算定 

（4） 地価から地代への変換 

事業有りの場合と、無しの場合の単年

度の便益を算定 

〔事業有りの総地代〕－〔事業無しの総地代〕 

＝〔便益〕
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広島市公共事業再評価審議会 

再評価に係る対応方針(案)一覧表 

事業種別 事 業 名 

対応方針
(案) 

対応方針(案)の理由及び今後の方針 

継続 
休止 
・ 
中止 

土地区画整
理事業 

向洋駅周辺青崎 
土地区画整理事業 

〇 － 

向洋駅周辺青崎地区は、地区の中央をＪＲ山陽本線が

走り、地域が分断されているため、一体的な市街地の形

成が阻害されている状況にあったが、連立事業と合わ

せ、本区画整理事業を実施することにより解消が期待で

きる。 

また、道路・公園・下水道等の都市基盤施設の不足並

びに老朽化住宅の密集による防災上、衛生上の課題解消

のため、計画的な市街地の整備を進める必要があった

が、事業進捗に伴い公共用地の整備や老朽化住宅の建替

えが進み、防災性向上の効果も発現してきている。 
 今後も継続して事業実施を行うことで、当初見込まれ
ている事業効果を適切に発揮できることが、費用対効果
分析からも確認できることから、引き続き本事業を継続
し、令和１５年度の事業完了を目指す。

様式－２ 
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

土地区画整理事業 

向洋駅周辺青崎土地区画整理事業【国庫補助事業】

再評価理由 再評価実施後、５年間が経過した時点で継続中の事業 

一定期間が経

過した理由等 

平成１８年度に関係機関と調整の上、計画を見直し、事業期間を令和５年度（平成３５

年度）までとしている。 

なお、事業期間については、東部地区連続立体交差事業の工期を考慮した令和１５年度

までの延期を予定している。 

事
業
の
概
要

１ 事業の目的 

本地区は、地区の中央をＪＲ山陽本線が走り、地域が分断されているため、一体的な市街地の形

成が阻害されている。また、都市計画道路、公園、下水道等の都市基盤施設が未整備であるととも

に、老朽住宅が密集するなど、防災上、衛生上課題のある地区である。一方ＪＲ向洋駅に近接して

いるという恵まれた立地条件にあるが、小規模な店舗や低層の住宅が連なり、駅周辺としての土地

利用に欠けるところがある。 

これらの課題を解消するため、関連事業である広島市東部地区連続立体交差事業（ＪＲ山陽本線

の高架化事業）と整合を図りながら、土地区画整理事業による都市計画道路、公園等の公共施設の

整備と既成市街地の再構築を行うことにより、駅周辺という特性を活かし、生活中心としてふさわ

しい健全な市街地環境を創出することを目的とする。（事業計画書より） 

２ 事業箇所  

南区堀越一丁目、東青崎町、青崎一丁目及び青崎二丁目の各一部 

３ 事業の内容 

公共施設整備 

都市計画道路（幹線道路） 

  青崎草津線 幅員20.0m 延長274.0m 

  青崎池尻線 幅員17.0m 延長50.0m 

  青崎畝線 幅員16.0m 延長416.0m 

区画道路 幅員6.0m～13.0m 延長1,395.0m 

公園 鉄道北側１箇所 面積1,500.0㎡ 

  建物移転 85棟 

上・下水道、電気、電話、ガスの各施設は公共施設の整備にあわせて各施設管理者が整備 

（参考）土地利用計画（事業計画書より） 

商業施設、金融機関などの日常生活に身近な生活関連サービス施設等が立地し、生活や交流

の中心となる健全な市街地を構築する。 

・鉄道から南側は、ＪＲ向洋駅に近接するという特性を活かし、商業・業務系を主とした土

地利用 

・鉄道から北側は、都市計画道路（青崎畝線）沿いにあっては幹線道路沿いにふさわしい土

地利用、その他の地区にあっては、住居系の土地利用 

４ 予定事業期間及び総事業費 

 当初計画 前回再評価時点
（平成２８年度） 

前回計画変更時点
（平成30年度） 

現 在
(今回再評価時点) 

事業化年度 平成１４年度
(事業認可) --- --- --- 

予定期間 平成１４年度 
～平成２８年度 

平成１４年度 
～平成３５年度 

平成１４年度 
～平成３５年度 

平成１４年度 
～令和1５年度 
 （変更予定） 

全体事業費 約５２億円 約５２億円 約５２億円 約５2億円

各時点での事
業進ちょく率 ０％ 40.1％ 44.1％ 81.4％ 

【作成案】 様式－３ 
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

土地区画整理事業 

向洋駅周辺青崎土地区画整理事業【国庫補助事業】

事

業

の

概

要

５ 事業概要図（施行地区：6.1ha） 

 都市計画道路 青崎畝線 

 街区公園 

 都市計画道路 青崎池尻線 

 都市計画道路 青崎草津線 

【作成案】 様式－３ 

↑山陽本線 海田市駅

山
陽
本
線
（
連
立
事
業
）

事業地区（山陽本線北側） 

事業地区（山陽本線南側） 府中町 

仁保橋 東詰交差点 
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

土地区画整理事業 

向洋駅周辺青崎土地区画整理事業【国庫補助事業】

再

評

価

の

視

点

①
事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等
の
変
化

１ 道路の整備状況 

区画整理事業においての道路整備率は、令和２年度末で４１％である。 

２ 社会経済情勢の変化 

〇公示地価の動向                         （単位：円/㎡） 

調査年  平成14年 平成23年 平成25年 平成28年 平成30年 令和2年 

地区

周辺 

住宅地 147,000 108,000 104,000 103,000 109,000 121,000

商業地 170,000 122,000 127,000 142,000 169,000 203,000

※商業地は平成２５年から公示位置変更（東雲２丁目から東雲３丁目に変更） 

３ 地域情勢の変化 

・ 広島市東部地区連続立体交差事業 

当事業隣接部分を含む、第Ⅰ期工事に令和２年度から着手しており、完成予定時期は令

和１２年春とされている。 

・ 向洋駅周辺青崎土地区画整理事業〔府中町施行〕 

建物移転・移設・公共施設整備・画地整備中である。 

４ 前回の再評価の結果とこの５年間の対応状況 

 （１） 前回の再評価の結果 

  ・ 対応方針  事業継続 

  ・ 向洋駅周辺青崎地区は、地区の中央をＪＲ山陽本線が走り、地域が分断されている

ため、一体的な市街地の形成が阻害されている。また、道路・公園・下水道等の都

市基盤施設の未整備と老朽化住宅の密集による防災上、衛生上の課題があり、それ

らを解決するため、東部地区連続立体交差事業と合わせ計画的な市街地の整備を進

める必要がある。 

  ・ 本事業は、平成１９年度に地区内に必要な公共施設充当用地を取得し仮換地案につ

いて、個別に説明し、地権者の了解を得たところである。現在はＪＲ山陽本線北側

地区の区画道路整備及び宅地造成工事を進めており、事業は順調に進展している。

  ・ よって、令和５年度の事業完了に向け本事業を継続して実施する。 

 （２） この５年間の対応状況 

  ・ 平成２８年度以降、ＪＲ南側地区の整備を進めており、連立事業の影響のない部分

については、令和５年度に完了する予定で施行中である。 

【作成案】 様式－３ 
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

土地区画整理事業 

向洋駅周辺青崎土地区画整理事業【国庫補助事業】

②
事
業
の
投
資
効
果

１ 費用便益分析 

（１） 事業の投資効果性 

費用便益比 

                       Ｂ－Ｃ 

※残事業の費用便益比：２．６５ 

（２） 感度分析の結果 

 項 目 
費用便益比（Ｂ/Ｃ） 

＋１０％の場合 －１０％の場合 

地価変動 ２．０８ １．７０ 

事業費変動 １．７４ ２．０８ 

事業期間変動 

連立事業が遅れた場合、都市計画道路青崎畝線の整備時期が遅れるこ

ととなるが、これに面する宅地の整備は完了しているため、費用便益に

大きな影響はない。

２ 事業の効果や必要性を評価するための指標 

〔計画的な市街地の整備〕 

 ・良好な市街地の整備 

  道路、公園を整備し、個々の宅地を整形することにより、向洋駅に近接する恵まれた立

地の良さをさらに活かせる。 

例）区画道路の整備により土地の出入り及び地区内の通行が容易になる。 

土地の種目別施行前後対象表より（単位：㎡） 

〔災害に強い都市構造の形成〕 

 ・都市の防災構造化の促進 

 市街地の面的不燃化を促進し、地区住民の個々の建築物の根本的・構造的な耐震化・不

燃化の取り組みに結びつく。 

建物登記簿より    （単位：棟） 

【作成案】 様式－３ 

便益Ｂ(百万円) 費用Ｃ(百万円) 

１１，１６５ 

事 業 費：５，１７８

維持管理費：   ２７

用地費 ：  ６８９

（公共用地増加分）

合 計 ：５，８９４

費用便益比（Ｂ／Ｃ）：１．８９ 

純現在価値（ＮＰＶ）：５，２７１ 

経済的内部収益率（ＥＩＲＲ）：０．０７９ 

・社会的割引率    ４％ 
・現在価値の基準年次 令和２年度 
・事業採択年度    平成１４年度 
・事業完了年度    令和１５年度（変更予定） 
・評価期間      事業採択年から換地処分後５０年目まで 

種目 施行前面積 施行後面積 増加面積 

道路 ６，４３８．２ ２０，９６４．０ １４，５２５．８

公園 ― １，５００．０ １，５００．０

経過期間 ３０年越 全体 

家屋数 ５６ ８５

割合 ６６％ １００％

経過期間は建物登記簿より推定した。 
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

土地区画整理事業 

向洋駅周辺青崎土地区画整理事業【国庫補助事業】

再

評

価

の

視

点

③
事
業
の
進
捗
状
況

１ 事業の経過 

※1 事業の計画見直しについて、県、関係自治体と協議を進めた結果、連立事業スケジュールの

見直しに伴い、完了目標を令和5年度（平成35年度）から令和15年度に変更する予定。 

※2 工事に必要な範囲の宅地について仮換地指定を実施。 

※3 事業用地内において宅地造成工事に着手。 

２ 事業の進捗率 

 平成１６年３月    公共施設充当用地の先行取得 

平成１９年度     公共施設充当用地の再取得完了 

平成２０年度     換地設計に着手 

 平成２３年６～８月 換地設計を地権者※4に公表し、概ね同意を得る 

 平成２４年６月～   本工事着手 

 平成２７年度     ＪＲ山陽本線北側地区の宅地整備を完了 

３ 残事業の内容 

山陽本線北側の工事：約１．４億円 

 山陽本線南側の移転・工事：約８．６億円 

④
事
業
の
進
捗
の
見
込
み

１ 事業進捗が順調でない理由 

連立事業スケジュールの見直しに伴い、完了目標を令和5年度（平成35年度）から令和15年

度に変更する予定。

２ 今後の見通し 

 連立事業者及び府中町と調整しつつ、地権者との合意形成に努めながら進捗している。 

 事業費ベースの進捗率は約８１％であり、今後は連立事業の進捗に合わせ事業を推進す

る。 

⑤
コ
ス
ト
縮
減
や
代
替
案
立
案
等
の
可
能
性

１ コスト縮減の可能性 

 〇 宅地造成工事に要する土の地区内の調達に努めるべく、他事業と調整し、事業を進め

ているところである。 

 〇 仮換地先の整地や道路整備、上下水道等の供給処理施設整備に伴う一時的な移転につ

いて、関係機関との工程調整を実施し、極力短期間となるよう努めている。 

２ 代替案立案等の可能性 

用地買収方式による整備の長所・短所 

長所：地区内の道路・公園を整備することが可能。 

短所：用地買収後に不整形な土地が残り、面的整備と比較して、土地利用の増進が見込

めない。また、防災上の課題に対する効果が事業用地に面する部分に限定される。

 可能性の評価 

公共施設の整備改善は一定図れるものの、老朽家屋の密集の改善や低未利用宅地の利用

促進など、地区が有する課題の解決が図られず、駅周辺にふさわしい健全な市街地環境の

創出を総合的かつ抜本的に実現できないことから適当ではない。

【作成案】 様式－３ 

都市計画決定 平成10年度 事業採択 平成14年度 用地取得 
平成16年度 

～ 
平成19年度 

計画変更※1 
平成18年度 

平成29年度 

仮換地指定※2 

(山陽本線北側の一部) 
平成 23年度 工事着工※3 平成22年度

全体事業費 
執行済額 

（令和２年度末） 
進捗率 残事業費 

約５２億円 約４２億円 ８１．４％ 約１０億円 

※4 地権者は所

有権と借地権を

いう。 
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

土地区画整理事業 

向洋駅周辺青崎土地区画整理事業【国庫補助事業】

対
応
方
針(

案)
 

１ 対応方針(案) 

 事業継続 

２ 対応方針(案)の理由と今後の方針 

 向洋駅周辺青崎地区は、地区の中央をＪＲ山陽本線が走り、地域が分断されているため、一体

的な市街地の形成が阻害されている状況にあったが、連立事業と合わせ、本区画整理事業を実施

することにより解消が期待できる。 

 また、道路・公園・下水道等の都市基盤施設の不足並びに老朽化住宅の密集による防災上、衛

生上の課題解消のため、計画的な市街地の整備を進める必要があったが、事業進捗に伴い公共用

地の整備や老朽化住宅の建替えが進み、防災性向上の効果も発現してきている。 

 今後も継続して事業実施を行うことで、当初見込まれている事業効果を適切に発揮できること

が、費用対効果分析からも確認できることから、引き続き本事業を継続し、令和１５年度の事業

完了を目指す。

【作成案】 様式－３ 


